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改善のための不断の見直しを行うとともに、その結果を人材育成にもきちんと活か

していく。

５．外部人材の積極採用

、 、 、・ 機構がサービスの質の向上を図りつつ 効率的で公正 透明な業務運営を行える

国民から「信頼」される組織として再生するため、民間人はもとより、他省庁の職

員も含め外部から優れた能力を有する人材を積極的に採用する。

・ 特に、経営管理や労務管理の強化、コンプライアンスをはじめとする組織ガバナ

ンスやＩＴガバナンスの強化、内部監査機能の強化、企業会計への対応など、社会

保険庁職員からの採用だけでは得難い能力・経験を有する者については、外部から

人材を得て、これらの人材をそれぞれの分野の中核として活用する。

・ また、上記のような特定の分野以外の一般業務に当たる職員についても、民間企

業の経験等を有する者を積極的に採用する。

６．雇用形態

・ 年金記録管理システムの刷新が機構発足後に予定されているなど機構設立後に大

幅な職員数の削減が見込まれる。また、年金給付システムの刷新や社会保障カード

（仮称）の導入、更には公的年金制度そのものの見直しなど様々な環境変化によっ

て、機構の必要職員数は大きく変動し得る。機構においては、こうした変化に的確

かつ柔軟に対応できるよう、適切な雇用形態を組み合わせていく。

特に、機構設立後に必要な人員削減については、単に退職者の不補充のみで対応

することとした場合は、機構の職員の年齢構成に歪みが生じることとなり、適切と

は言えない。

、 、 、・ こうした観点から 現在 社会保険庁の常勤職員により担われている業務のうち

機構設立後に削減することが予定されている業務量におおむね相当する人員規模に

ついては、あらかじめ、機構の有期雇用職員として採用する。この場合、現在、社

会保険庁の非常勤職員により担われている業務を行うため機構が採用する有期雇用

職員との区別（職名による区分など）を明確にしておく。なお、社会保険庁の常勤

職員を有期雇用化する職員の類型は、本基本計画に基づく改革案が完了する時点に

は廃止されるため、この雇用契約が更新される可能性があるのはそれまでの間であ

る。したがって、これらの職員の契約更新を長期にわたって行い、期間の定めのな

い雇用契約に転化させることはない。

・ 社会保険庁の常勤職員を有期雇用化する機構の有期雇用職員の契約期間について

は、機構設立当初においては１年とし、契約更新時には、機構設立後の人員削減計

画を踏まえた必要人員数の状況や当該職員の勤務実績などを踏まえ、労働基準法で

定められている上限の期間である３年以内の範囲で適切な期間を設定する。
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・ また、社会保険庁の職員から機構の職員として採用される者については、機構法

上、有期雇用職員として採用される場合であっても、退職金の算定に当たり在職期

間を通算する仕組みとなっているが、退職金の給付水準などについて正規職員と差

異を設けるなど、設立委員会において、そのあり方を検討する。

・ 有期雇用職員として採用された機構の職員についても、採用後における能力や実

績に応じ、雇用期間満了後に正規職員として採用されることは可能であるが、この

場合においても、機構において公正かつ厳格な採用審査を行う。

・ なお、機構は非公務員型の公法人として、民間労働法制が全面的に適用されるこ

とになる。このため、有期雇用職員であっても、契約期間の満了による雇止めが当

然には認められず、更新の有無やその判断基準などの明確化が必要となるほか、機

構には短時間労働者の通常の労働者への転換を促進する措置を講ずる等の義務が新

たに課せられることになる。機構においては、これらの点にも十分留意しながら人

事・労務管理を行う。

Ⅴ 機構の必要人員数

１．機構設立時の人員数

・ 機構の設立時点の人員数は総数１７，８３０人程度とし、うち１０，８８０人程

度を正規職員、６，９５０人程度を有期雇用職員とする。

なお、現在、社会保険庁の常勤職員により担われている業務のうち、機構設立後

に削減することが予定されている業務量におおむね相当する人員数（１，４００人

程度）については、機構の有期雇用職員として整理した。

・ また、機構の正規職員１０，８８０人程度のうちおおむね１，０００人程度につ

いては、外部から人材を採用することとするが、応募状況等を踏まえ、その採用数

の拡大を検討する。

２．計画完了時の人員数

・ 一連の具体的な改革案の計画が完了した時点（刷新システムの稼動後２年後）の

， 、 ， 、機構の人員数は総数１４ ４７０人程度とし うち１０ ７７０人程度を正規職員

３，７００人程度を有期雇用職員とする。

３．留意事項

・ 現下のいわゆる年金記録問題への対応については、現在、その問題解決に向け、

政府において鋭意取組を進めている。一方、本基本計画で示した機構の必要人員数

は、通常想定される業務をベースにしている。

年金記録問題への対応として、一定期間、一定程度の人員・体制がなお必要とな
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る場合も、まずは既定の人員の枠内で最大限の工夫を行うものとし、それでも対応

が困難である場合でも、できる限り、外部委託や有期雇用の活用などにより対応す

るものとする。これに関係する具体的な人員については、年金記録問題の進捗状況

を踏まえ、早期に検討を進める。また、いかなる場合でも、機構の他の業務に重大

な支障が生じないよう、厚生労働省が責任を持って適切な対応策を講ずる。

・ 本基本計画で示した機構の必要人員数は、あくまで現時点においてある程度具体

的に見通せるものについて整理したものであり、もとより将来にわたって固定化さ

。 、 、れるものではない 機構の理事長は 更なる業務フローの見直しによる効率化など

様々な環境変化を踏まえ、常に合理化・効率化の努力を行うものとする。

・ また、更なる効率化など様々な環境変化に適切に対応できるよう、労使協議や就

業規則のあり方などを検討する。

Ⅵ 機構の発足に向けて

・ 政府は、機構の円滑なスタートに向けた取組を着実に進める。特に、年金記録管

理システムの刷新計画については、確実に推進する。

・ 機構の業務運営について、厚生労働省は、機構の理事長の主体性が発揮されるよ

うにする。

・ 機構の設立委員は、年金業務・組織再生会議における議論を十分踏まえ、設立準

備を進める。

・ 機構に採用されない職員については、退職勧奨、厚生労働省への配置転換、官民

人材交流センターの活用など、分限免職回避に向けてできる限りの努力を行う。

・ 政府は、年金業務・組織再生会議の最終整理で掲げられた検討事項を含め、公的

年金事業の運営がより良いものとなるよう、必要な検討を行うものとする。


